
○　このまま何も対策をとらない場合、平成19年度には本市の財政再建団体転落ラインの
　約63億円を超えてしまいます。

○　財政再建団体転落を回避するため、各年度改善のための対策を講じ、改善目標の
　ラインまで改善を図ります。
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(単位：億円）

財政再建団体転落ライン
約▲62.7億円

改善目標
(実施計画収支試算）

現行収支に基づく、
累積収支不足額

　Ｈ１６は、決算額
　Ｈ１７は、決算見込額
　Ｈ１８は、当初予算編成時
　Ｈ１９以降は、試算値

財政再建推進プラン実施計画に基づく収支試算



（単位:億円）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 累　計

0.0 ▲ 43.9 ▲ 40.7 ▲ 37.9 ▲ 122.5

▲ 20.0 ▲ 63.9 ▲ 104.6 ▲ 142.5 ▲ 142.5

36.1 32.3 32.8 101.2

22.9 21.7 24.6 69.2

(1) 退職者の不補充 1.1 0.8 2.0 3.9

(2) 職員給与等の削減　Ｈ１９以降１０％
　　(地域間格差相当4.8％＋独自削減5％） 14.3 14.1 13.9 42.3

(3) その他
  　（退職手当債の導入など） 7.5 6.8 8.7 23.0

13.2 10.6 8.2 32.0

(1) 管理経費の圧縮 0.8 0.8 0.9 2.5

(2) 特別会計・企業会計の収支改善
  　（繰出金の縮減） 6.9 5.5 5.0 17.4

(3) 市債の借増し 0.7 0.7 0.7 2.1

(4) その他 4.8 3.6 1.6 10.0

0.9 0.9 1.2 3.0

0.4 0.4 0.4 1.2

0.3 0.3

0.5 0.5 0.5 1.5

4.0 4.0

0.0 37.0 33.2 38.0 108.2

0.0 ▲ 6.9 ▲ 7.5 0.1 ▲ 14.3

▲ 20.0 ▲ 26.9 ▲ 34.4 ▲ 34.3 ▲ 34.3

財源対策

２．事業の見直し

財政再建推進プラン実施計画収支試算　（一般財源ベース）

歳出削減対策

現
行
収
支

単年度収支不足額

累積収支不足額

(2) 使用料・手数料等の改定

対策後累積収支不足額

改

善

目

標

　小　　計

対策後単年度収支不足額

(3) その他

１．人件費の抑制

(1) 入湯税課税免除の見直し

３．歳入増の取組

Ａ

Ｂ

Ａ＋Ｅ

Ｃ

Ｅ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

Ｈ１７年度決算見込　 ▲２０億円

Ｄ

平
成
　
年
度
の
財
政
効
果
額
は
　
億
円

18

20.5




